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重大事故の発生を抑制することを目的に，事故の発生や事故の重度に与える要因を明らかにすることを

主旨とし，施設接触事故を対象に分析を行い，人身事故と物損事故の発生に影響を与える要因について考

察を行った．分析については，過去 12 年間に首都高速道路東京西局管内で発生した明かり部カーブ部で

の施設接触事故件数を目的変数とした負の二項回帰分析を用い，構造，交通状況，環境要因が事故の発生

に与える影響程度を確認した．その結果，事故発生箇所における曲率半径，事故発生時における天候（降

雨の有無），事故当事者の走行速度や事故発生箇所における法定速度，実勢速度による速度比が人身事故

と物損事故の発生に影響を与える要因であることが分かった． 
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1. はじめに 

 

 近年，世界では道路利用者が車両運転等で間違いを犯

すことを前提として安全対策を検討する「セーフシステ

ム・アプローチ 1)」の考えが注目されており，国連や世

界道路協会（PIARC）道路安全マニュアルにおいてもこ

の考え方が取り入れられている．そのため，今後は安全

対策の検討の際，死傷者の削減のために全ての道路関係

者や道路利用者間で責任を共有し，事故リスクを積極的

に特定し，対応することが必要不可欠になると考えられ

る．そこで本研究では，首都高速道路東京西局管内にお

ける重大事故（本稿では死亡事故と重傷事故の総称と定

義する）に着目し，道路幾何学構造や交通流状態，道路

環境等の諸要因が事故の発生，事故の重度に与える影響

を広範囲に分析することで事故リスクの要因を明らかに

し，安全対策の検討に活用することを目的とする． 

 

2. 既存研究の整理と本研究の位置づけ 

 

(1) 既存研究の整理と本研究の位置づけ 

a) パルスデータを用いた事故リスク予測に関する研究 

三浦ら 2)は，首都高速道路の谷町 JCTにおける追突事

故リスクの高い交通流状態とその出現状況について，車

両感知器パルスデータを用いた分析を行った．結果とし

て，追突事故発生には速度の低下が関係しており，さら

に時間帯と車線が事故リスクの高さに影響していること

を明らかにしている． 

b) 速度分散・速度変化と事故率の関係性に関する研究 

谷下ら 3)は，東名高速道路の厚木-横浜町田間における

平均速度データ（5分間）を用いた 2次元加法ポアソン

モデルを構築し，平均速度とその変化が事故率に影響を

与えることを示した．特に，平均速度が 110km./h から

85km/hへ変化する際に最も高い事故率となることを明ら

かにしている． 
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c) 天気・気象と事故リスクの関係性に関する研究 

兵頭ら 4)は，都市高速道路における追突事故を対象に

事故重大性を考慮した事故リスクと交通環境の諸要因と

の関係について，一般化線形モデルを用いて分析を行っ

た．結果として，交通流状態と大型車混入率といった複

数の要因が事故リスクに影響を与えており，その中で環

境要因においては降雨の有無が大きく影響していること

を明らかにしている．  

横関ら 5)は，事故発生時の走行速度と雨量に着目し，

事故形態から見た降雨時の適正な速度規制値について 

分析を行った．結果として，雨量ごとに事故リスクの高

い速度は異なり，雨量が多くなるほど安全な走行速度の

最高値が低くなるといった相関関係を明らかにしている． 

 

(2) 本研究の位置づけ 

以上のことから，事故リスクの分析手法に関する研究

は多く存在し，走行速度や気象状況といった様々な観点

から事故発生に影響を与える要因について考察されてい

る．走行速度が大きくなるほど衝突時に衝突エネルギー

が大きくなり重大事故になりやすいと考えられるが，道

路構造や環境上望ましいとされる速度（規制速度や設計

速度）と実際に走行している速度の関係性も確認するこ

とが望ましいと考えられる．しかし，これらの速度の比

率に着目して事故リスクの要因分析を行っている研究は

見受けられない． 

そこで本研究では，事故当事者の走行速度や事故発生

箇所における法定速度，実勢速度による速度比について

事故リスクの要因の一つとして着目し，複数の視点から

分析を行う．これは事故発生リスク，事故発生時の重度

を下げることを目的とした安全対策の検討のための有用

な知見になると考えられる． 

 

 

3. 分析の流れ 

 

本研究における分析の流れを図-1に示す． 

はじめに，首都高速道路東京西局管内における施設接

触事故を対象に，事故データベースや事故調書を用いて

事故状況の整理を行う．次に，事故状況の整理による考

察や過去の知見を踏まえ，事故リスク要因に関する仮説

を立てる．そして，その仮説の確からしさを確かめるた

め，道路構造，地点区間ごとの交通量及び速度データ，

天候等のデータを用いた分析を行う．その後，事故状況

や仮説を踏まえ，事故のリスクと重度に関するモデルを

構築し，分析を行う．最後に，構築したモデルの分析結

果をとりまとめ，事故リスク，事故発生時の重度を下げ

る要素について考察を行う． 

 

 

図-1 分析の流れ 

 

4. 事故発生時の詳細状況整理 

  

近年の施設接触事故の傾向を把握するため，下記のよ

うに事故データや事故調書を用いた事故状況の整理を行

った． 

 

(1) 基礎分析 

a) 分析方法 

時間帯や走行速度をはじめとした複数の交通環境に関

する要素を考慮した施設接触事故の基礎集計を実施した．

このときの対象データ抽出条件は下記の通りである． 

 対象期間：2010年 1月 1日～2021年 12月 31日 

（12年間） 

 対象事故：本線の施設接触事故 

       （第 1当事者が二輪車の事故は除く） 

b) 分析結果 

上記の分析結果を表-1，図-2に示す．施設接触事故で

は「時間帯」「路面状態（天候）」「道路構造（カー

ブ）」が影響することが分かった． 

時間帯別の集計結果をより，全事故，重大事故共に

「深夜帯（0 時台～3 時台）」の事故率が大きいことが

分かる．この要因として，深夜は視認性が悪いことや渋

滞影響が少なく走行速度が大きくなることが考えられる． 

 路面状態別の集計結果より，全事故の場合は「湿潤

時」，重大事故の場合は「乾燥時」の方が事故の割合が

大きいことが分かる．この要因として，全事故では路面

湿潤時では路面が滑りやすくなること，重大事故では路

面乾燥時は横転事故が発生しやすくなることが考えられ

る． 

 構造・線形別の集計結果より，全事故，重大事故共に

「カーブ部」の事故率が大きいことが分かる．この要因

として，カーブ部は視認性が悪いことや道路構造が複雑

で運転操作が困難であることが考えられる． 

 カーブ部曲線半径別の集計結果より，全事故，重大事

故共に「曲線半径が小さい」ほど事故率が大きいことが

分かる．この要因として，曲率半径が小さいほど運転操

作が困難になることが考えられる． 
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(2) 事故調書による事故状況整理 

重大事故を含めた事故調書及び現場略図，現地写真を

用いて，事故時の状況を項目に分けて事故データベース

と紐づけを行うことで走行速度や施設被害について整理

した．このときの対象データ抽出条件は下記の通りであ

る． 

 対象期間：2020年 4月 1日～2022年 7月 31日 

 対象事故：本線の施設接触事故 

       （第 1当事者が二輪車の事故は除く） 

 上記を整理した結果を図-3 に示す．これより，走行

速度に着目すると，速度が大きい場合に人身事故が発生

しやすくなることがわかる．車種に着目すると，物損事

故，人身事故共に普通貨物車の割合が大きいことが分か

る．路面状態に着目すると，物損事故，人身事故共に湿

潤時の割合が大きく，特に人身事故になりやすくなるこ

とが分かる．ここで，重大事故の事故状況との比較にお

いては．湿潤時のカーブ部で走行速度が大きいことが共

通していることが分かった． 

 

表-1 施設接触事故発生状況 

(a) 時間帯別の施設接触事故発生状況 

 

(b) 構造・線形別の施設接触事故発生状況 

 

(c) カーブ部曲線半径別の施設接触事故発生状況 

 

 

図-2 路面状態別の施設接触事故発生状況 

 

 

図-3 人身事故・物損事故別にみた施設接触事故状況 

 

 

5. 事故リスクモデルの構築・分析 

 

第 4章の結果を考慮して事故リスクモデルを構築し，

さらに詳細な分析を実施した．分析に使用するデータに

ついては，第 4章の基礎分析で用いたデータから施設接

触事故の多い「夜間」「カーブ部」「明かり部（天候に

より路面状況が変化する箇所）」の事故を抽出し，対象

とした．また，事故の程度については，重大事故は発生

頻度が少ないことから事故の影響要因を考察することが

難しいため，全事故を対象とし，物損事故と人身事故の

違いを把握することにより検証することとした． 

 

(1) 仮説検討 

走行速度のバラつき方と事故危険性に関係性があると

仮説を立て，上記のモデル構築の際に考慮することとす

る．運転者が選択する速度（実際の速度）と道路構造や

環境を踏まえた望ましい速度（設計速度，規制速度）に

乖離やバラつき，分布の歪みが生まれやすい箇所におい

ては，事故リスクや事故の程度に影響が出る可能性があ

ると考えられるためである．特に，下記の 3要素につい

ては施設接触事故発生に影響すると考えられる． 

a) 速度比（速度の乖離） 

図-4 に示すように，各速度要素の乖離と事故リスク

には関係があると考えられる．最大速度を 95%タイル値，

実勢速度を 85%タイル値と定義すると，速度比（最大速

度/実勢速度）は一部の速度超過車両の速度超過の程度

を表すことが可能である．速度比（最大速度/法定速度）

は一部の速度超過車両が走行している箇所の交通環境の

危険性をどう捉えているのか表すことが可能である．速

度比（実勢速度/法定速度）は一般的な車両が走行して

いる箇所の交通環境の危険性をどう捉えているのか表す
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ことが可能である． 

b) 速度の標準偏差（速度分布のバラつき） 

 図-5 に示すように，各車両の速度にバラつきがある

ほど多くの運転者がその箇所での道路構造や環境を認識

していないため，事故発生の危険性が高いと考えられる． 

c) 速度の歪度（速度分布の歪み） 

 図-6 に示すように，各車両の速度に着目したとき，

多くの車両の速度が小さい中で一部の車両の速度が大き

い場合，その一部の車両が事故を起こす可能性が高いと

考えらえる． 

 

(2) 事故発生状況の整理 

上記のモデルの構築するにあたり，対象使用事故デー

タに該当する東京西局の明かり部カーブ（189 区間）に

おいて事故発生状況の整理を行った．このとき整理した

項目を表-2 に示す．その結果，曲線半径が小さいほど

事故が多い傾向にあり，さらに同じ曲線半径でも雨天時

は事故が多い傾向であることが分かった．よって，事故

件数を目的変数として，曲線半径と降雨状況も含めた各

影響要因（説明変数）を用いた回帰モデルによって，有

意となる影響要因を検証することとした． 

 

(3) モデルの構築 

表-3 に示す一般化線形モデルの作成を行った．目的

変数である事故件数はポアソン分布（平均＝分散）に従

うと仮定することが一般的であるが，分散が期待値を大

きく上回る場合には，仮定したモデルで実際のデータよ

り誤差が小さく推定され，有意差が出やすくなるため過

分散となる問題が生じやすい．そこでこの問題をモデル

上で緩和するために，ポアソン分布よりもばらつきの大

きな負の二項分布（平均≠分散）に従うと仮定して一般

線形化モデルを作成した．このとき，説明変数間の多重

共線性を考慮し，説明変数選択にあたっては VIF（分散

拡大要因）＜4 となる組み合わせになるよう項目を選定

した．モデルの精度を表す指標としては AIC（赤池情報

量基準）を用い，AIC が最小となるモデルで考察を行う

こととした． 

 

(4) 分析結果 

上記の結果を表-4 と表-5 に示す．これより，事故に

影響を与える要因は「曲線半径」「実勢速度（85％タイ

ル値）」「降水の有無」であることが分かる．このとき，

曲率半径については，曲率半径が大きい箇所ほど事故が

少ない傾向になることが示されたため，線形が直線であ

るほど事故が起こりにくいと考えられる．実勢速度につ

いては，実勢速度が大きい箇所ほど事故が少ない傾向に

なることが示されたため，運転者からみて見通しが良い

などの安全要素があり，速度が高くなる箇所ほど事故が

起こりにくいと考えられる．降水の有無については，雨

天時において事故が多い傾向にあることが示された．さ

らに，物損事故と人身事故とで影響が異なる要因につい

ては，物損事故の場合は「速度比（実勢速度/法定速

度）」と「速度の歪度」，人身事故の場合は「速度比

（最大速度/実勢速度）」が要因の一つであることが分

かる．このとき，速度比（実勢速度/法定速度）と速度

の歪度については，この速度比と歪度が大きい箇所ほど

物損事故になる傾向であることが示された．そのため，

多くの運転者が安全であると認識している箇所でも，一

部の車両が高速で走行している場合は物損事故が起こり

やすいと考えられる． 

一方，人身事故については，速度比（最大速度/実勢

速度）が大きい区間ほど人身事故になる傾向であること

が示されたため，一部の速度超過車両の速度超過程度が

大きいと人身事故になりやすいと考えらえる． 

 

 

(a) 速度比（最大速度/実勢速度） 

 

(b) 速度比（最大速度/法定速度） 

 

(c) 速度比（実勢速度/法定速度） 

図-4 速度比のイメージ 

 

 

図-5 速度分布の標準偏差のイメージ 
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図-6 速度の歪度のイメージ 

 

表-2 事故発生状況の整理項目 

 

 

表-3 事故リスクモデル 

 

 

表-4 負の二項分布モデルによる事故発生リスク推定結果 

 

 

 

 

 

 

表-5 事故に影響を与える要因 

 

 

 

6. おわりに 

 

(1) 得られた知見 

本研究では，過去 12 年間に首都高速道路東京西局管

内で発生した明かり部カーブ部での施設接触事故を対象

として，人身事故と物損事故の発生に影響を与える要因

について分析を行った．その結果，人身事故の発生リス

クについては，実勢速度に対して最大速度が高い区間が

高くなる傾向であることが確認できた．今後実勢速度に

対して最大速度が高くなっている区間を対象に対策を検

討することで重大事故の抑制に寄与すると考えられる． 

 

(2) 今後の課題 

本研究では，分析の際にいくつかの条件や仮定をおい

て，事故リスク要因の推定を行った．そのため，今後は

本研究で考慮しなかった車種別の事故率の整理や使用し

なかったプローブデータやパルスデータを活用して分析

を行うことで，より精度の高い結果が得られると考えら

れる．また，対策の評価についても枠組みを考えること

で，本研究の分析結果を活用した効果的な対策検討が期

待できる． 
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